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第 1節 福祉と交通の連携を促進する国の動き 

※第 4部でご紹介している資料のURL は、全国移動ネットのホームページにアクセスし、本書のデータを開く

と、原稿をクリックする形でご覧いただけます。 

高齢運転者による交通事故防止対策を目的として、2017（平成 29）年に国土交通省総合政策

局が設置・開催した「高齢者の移動手段の確保に関する検討会」の「中間とりまとめ」では、自家

用有償旅客運送や互助による輸送も含めて、移動手段を確保していく必要があるという認識が示

された。以後、この「中間とりまとめ」後の対応として、国土交通省と厚生労働省から制度の弾

力運用を可能にする発出文書が断続的に発出されている。 

一方、市町村や都道府県においては、（３）にあるように「福祉部局と交通部局がそれぞれ把握

している情報を共有し、施策の検討を推進」する庁内の横断的な会議を開催することが「福祉と

交通の連携」の第一歩と考えられる。 

 

出典：2018 年（平成 30 年）4月 12 日「福祉と交通の連携」セミナー／国土交通省講演資料 

 

■「高齢者の移動手段の確保に関する検討会」以後に発出された文書 

国土交通省および厚生労働省から発出された文書は以下のとおり。 

（１）2017年（平成 29）年 6月 30 日公表 

「高齢者の移動手段の確保に関する検討会 中間とりまとめ」 

https://www.mlit.go.jp/common/001190834.pdf       該当部分 P4-7 参照 

 

（２）2017（平成 29）年 6月 28日付 老発 0628第 9号／厚生労働省老健局長 

「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドラインについて」の一部改正について 

https://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12300000-

Roukenkyoku/0000088520_2.pdf               該当部分P4-5参照 
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（３）2017（平成29）年7月20日付 国総計第59号／国土交通省総合政策局交通計画課長 

「高齢者の移動手段の確保に向けた環境整備について」    該当部分 P4-3,4-4 参照 

http://www.zenkoku-ido.net/_laws/170720torimatome_tsutatsu.pdf 

 

（４）2017（平成 29）年 8月 25日付 事務連絡／国土交通省自動車局旅客課長 

「営利を目的としない互助による運送のために NPO が市区町村の自動車を利用する場合

等の取扱いについて」 

http://www.zenkoku-

ido.net/_laws/pdf/170825jimurenraku_shichoson_sharyo.pdf 

 

（５）2017（平成 29）年 8月 31日付 通達／国土交通省自動車局長 

「市町村運営有償運送の登録に関する処理方針」、「自家用有償旅客運送者が利用者から収

受する対価の取扱いについて」の一部改正（令和2年にも改正あり） 

 

（６）2017（平成 29）年 9月 29日付 老振発 0929 第 1号／厚生労働省老健局振興課長 

「介護予防・日常生活支援総合事業の介護予防・生活支援サービスにおける訪問型サービ

スＤの実施可能モデルについて」 

https://www.mlit.go.jp/common/001233748.pdf 

 

（７）2018（平成 30）年 3月 30日付 通達／国土交通省自動車局旅客課長 

「地域公共交通会議に関する国土交通省としての考え方について」、「運営協議会に関する

国土交通省としての考え方について」の一部改正。事務連絡「道路運送法における登録又

は許可を要しない運送の態様について」が改訂され通達「道路運送法における許可又は登

録を要しない運送の態様について」へ（いずれも令和2年にも改正あり） 

 

（８）2018（平成 30）年 9月 28日付 事務連絡／国土交通省自動車局旅客課長 

「通所介護等に係る送迎に関する道路運送法上の取扱いについて」 

https://wwwtb.mlit.go.jp/tohoku/jk/jk-sub85pdf/20180928jimurenraku.pdf 

 

（９）2019（令和元）年 10月 

【『交通』と『福祉』が重なる現場の方々へ～高齢者の移動手段を確保するための制度・事

業モデルパンフレット】 

https://www.mlit.go.jp/common/001317469.pdf 

 

（10）2020（令和 2）年 3月 31日付 通達／国土交通省自動車局旅客課長 

「道路運送法における許可又は登録を要しない運送の態様について」（一部改正） 

https://www.mlit.go.jp/jidosha/content/001338101.pdf 
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●「高齢者の移動手段の確保に向けた環境整備について（通知）」 
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●「介護予防・日常生活支援総合事業のガイドライン」p38～p39 より 
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●「高齢者の移動手段を確保するための制度・事業モデルパンフレット」p3 
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第２節 地域の交通に関する国の動き 

■地域の輸送資源のフル活用を掲げた法制度の改正 

2020（令和 2）年 5月 27 日に可決成立（6月 3日に公布）した「持続可能な運送サービスの

提供の確保に資する取り組みを推進するための地域公共交通の活性化及び再生に関する法律等の

一部を改正する法律」が、11月 27日に施行された。「地域公共交通の活性化及び再生に関する法

律」「道路運送法」など 16の法律が改正されたほか、独占禁止法特例法も制定され、同時に施行

されている。 

「高齢者の運転免許の返納も増える中、移動手段の受け皿の確保が重要となっているにもかか

わらず、人口減少の本格化、運転者不足の深刻化等に伴って、公共交通の維持が容易でなくなっ

ている。」という現状認識の下、3つの考え方で対応していくこととしている。 

①地域ごとに、バス・タクシーの労働力確保とサービス維持を図りながら、サービスが不足

する地域では、その他の移動手段を総動員して移動ニーズに対応する。 

②その際、MaaS、AI による配車、自動運転などの最新技術を活用して、高齢者や外国人旅

行者を含む幅広い利用者に使いやすいサービスの提供を促進する。 

③①と②について、地方公共団体が中心となって取り組める制度を充実・強化していく。 

 

 

■地域公共交通計画の策定の努力義務化 

全ての自治体は、地域交通に関するマスタープランとなる「地域公共交通計画」を策定するこ

とになった（努力義務）。この計画は、自治体が地域の移動に関する関係者を集めて、活性化再生

法に基づく“法定協議会”を開催し、関係者等との個別協議を重ねて作成していくものとされてい

る。従来の公共交通サービスに加え、地域の多様な輸送資源（自家用有償旅客運送、福祉輸送、

スクールバス等）も計画に位置付けることが可能になった。 

今後は、さまざまな移動関係のサービスも盛り込んだ計画

になり、策定が広がることが期待される。 

 

＜2020 年 12 月現在＞ 

地域公共交通計画の国交大臣送の送付件数 609 件 

（旧 地域公共交通網形成計画） 

地域公共交通利便増進実施計画の認定件数 40 件 

（旧 地域公共交通再編実施計画） 

 

 

 

国土交通省発行「地域公共交通計画の策定と運用の手引き」 
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国土交通省発行「地域公共交通計画の策定と運用の手引き」（P9 より） 

 

■地域旅客運送サービス（新設） 

路線バス等の維持が困難と見込まれる段階で、地方公共団体が、関係者と協議してサービス継

続のための実施方針を策定し、公募により新たなサービス提供事業者等を選定する「地域旅客運

送サービス継続事業」が創設された。地域公共交通利便増進事業を活用して（利便増進計画を策

定して）、従前の路線バス等に代わり、以下のメニュー例の①～⑥のいずれかによって、旅客運送

サービスを継続させるというもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省ホームページ「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律  概要」  
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（参考）「福祉輸送・スクールバス等の実態及び多様な輸送モードの連携の確保に向けた施策に関する

調査業務」報告書より／関東運輸局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■自家用有償旅客運送の制度改正（道路運送法関係） 

自家用有償旅客運送も、こうした流れの中で、以下のような変更が行われた。 

①自家用有償旅客運送の種別の見直し 

②協議の方法に関する明確化 

③事業者協力型自家用有償旅客運送制度の創設 

④運転者講習の合理化 

⑤観光ニーズへの対応のための輸送対象の明確化 

⑥福祉有償運送の旅客の区分の明確化 

⑦運送の対価の取扱いの明確化 

⑧協議の場の取扱いの見直し 

⑨申請書類の簡素化 

⑩各種様式の変更手段を総動員して移動ニーズに対応する。 
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■種別の見直し、協議の方法に関する明確化、協議の場の取扱いの見直し 

自家用有償旅客運送の種別について、「市町村運営有償運送（交通空白輸送、市町村福祉輸送）」

がなくなり、福祉有償運送と交通空白地有償運送の２種類になった。「公共交通空白地有償運送」

は名称が変更されて、「交通空白地有償運送」になった。これに伴い、種別に関わらず、当該運送

実施の協議を行う場につき、地域公共交通会議、運営協議会等のいずれでも選択可となった。ま

た、全会一致が求められるとの誤認を回避する趣旨から、法 79 条の 4 第 5 号の「合意」という

文言が「協議が調う」という文言に変更された。具体的には、施行規則51条の 7の改正（第2項

の新設）により、協議要件につき、「地域公共交通会議等で協議が調っているとき」だけでなく、

「地域公共交通計画において、当該自家用有償旅客運送を導入することが定められているとき」

という要件を満たせばよいことになった。協議が円滑に進むよう、「自家用有償旅客運送ハンドブ

ック」（改訂版）や「地域交通の把握に関するマニュアル」も発行された。 

 

●「地域交通の把握に関するマニュアル」より 
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■事業者協力型自家用有償旅客運送の創設 

交通事業者が運行管理や車両整備管理に協力することで、登録要件を緩和するのが「事業者協

力型自家用有償旅客運送」である。交通空白地有償運送の実施可能性や安全性の向上を目指して

創設された。自家用有償旅客運送について、バス・タクシー事業者が運行管理、車両整備管理で

協力する制度。「協力型」の制度化により、両者にメリット（事業者にとっては委託費の確保等に

よる収入向上が期待できる。）のある着地点を提案し、合意形成を容易化することが狙い。 

 

●国土交通省作成「自家用有償旅客運送ハンドブック」（改訂版）より 

 

 

 

■運転者講習の合理化 

交通空白地有償運送運転者講習は、福祉有償運送運転者講習と３科目が共通科目となっている。

そのため、福祉有償運送運転者講習を受講すれば、同時に交通空白地有償運送運転者講習も受講

したとみなされることになった。逆に、交通空白地有償運送運転者講習を受講した人が、新たに

福祉有償運送運転者講習を受講する際は、共通する 3科目の受講が免除される。 
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■福祉有償運送の旅客の区分の明確化 

福祉有償運送の旅客の範囲について、これまでも通達上は「基本チェックリスト該当者」が含

まれていたが、省令に記載され、イロハニの４区分から下記７区分になり、支援の必要性がより

明確になった。 

イ．身体障害者 

ロ．要介護者 

ハ．要支援者 

二．その他の障害 

 イ．身体障害者 

ロ．精神障害者 

ハ．知的障害者 

ニ．要介護者 

ホ．要支援者 

ヘ．基本チェックリスト該当者 

ト．その他の障害 

 

ただし、これまでは、「旅客の範囲」は、変更・拡大・縮小を問わず「軽微な事項の変更の届出」

で済んでいたものが、変更登録の必要な事項に変わり、規制が強化された形になった。 

これらの改正については、直ちに運輸支局への手続きをしなければならないということはない。

更新登録や変更登録の際に、変更された条件に応じて手続きを取ることとなる。 
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第３節 介護予防に資する取り組みを支援する国の動き 

高齢者のうち要支援者・要介護者に対しては、全国各地でインフォーマルなサービスである福

祉有償運送や道路運送法上の許可・登録不要の運送といった形で実施されてきたが、そうした取

り組みへの財政的な支援を実施している自治体は少ない。交通サービスとも介護サービスとも言

い切れない取り組みに対して、全国どこでも実施でき、継続して実施できる支援策は、現状では、

介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」）が、数少ない施策と考えられる。 

総合事業を活用している移動支援（訪問型サービスD等）を導入している市町村（実績がある

市町村）は、2020（令和 2）年 3月末現在、全国で70ほどにとどまっており、以下の改正（下

線）を受けて、実施市町村が拡大するとともに、自治体・実施主体・利用者のいずれにも意味の

ある支援がなされることが期待される。 

 

■地域支援事業実施要綱の改正（2020 年 5 月 29 日付） 

（１）ボランティア奨励金（謝礼金）が補助対象経費に 

地域支援事業実施要綱の改正により、運転ボランティアを含むボランティアに対する奨励金（謝

礼金）を補助の対象とすることが可能になった。今後、訪問型サービス B・Dの補助金について、

ボランティア活動に対する奨励金（謝礼金）を補助対象経費として追加する市町村が増えるもの

と考えられる。 

●2020（令和 2）年 5月 29日付老発0529 第 1号 厚生労働省老健局長通知より 

地域支援事業実施要綱「別記１ 総合事業」（１）ア（エ）②（ｄ）について 

＜改正前＞ 補助（助成）の方法で事業を実施する場合について、当該補助（助成）の対象経費や額等

については、立ち上げ支援や活動場所の借り上げの費用、間接経費（光熱水費、サービスの利用調整等

を行う人件費等）等、様々な経費について、市町村がその裁量により対象とすることを可能とするが、

ボランティアがサービス提供する場合には、その人件費等は補助の対象とすることはできない。また、

施設整備の費用（軽微な改修は除く。）、直接要支援者等に対する支援等と関係ない従業員の募集・雇用

に要する費用、広告・宣伝に要する費用等も対象とすることはできない。運営費の一部を補助するもの

であるが、例えば補助率を設定せずに年定額での補助を行うことも可能である。 

↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 

＜改正後＞ 補助（助成）の方法で事業を実施する場合について、当該補助（助成）の対象経費や額等

については、立ち上げ支援や活動場所の借り上げの費用、間接経費（光熱水費、サービスの利用調整等

を行う人件費等）等、様々な経費について、市町村がその裁量により対象とすることを可能とするほ

か、住民主体の多様なサービスの展開のため、ボランティア活動に対する奨励金（謝礼金）を補助の対

象とすることも可能である。ただし、施設整備の費用（軽微な回収は除く。）、直接要支援者等に対する

支援等と関係ない費用（従業員の募集・雇用に要する費用、広告・宣伝に要する費用等）は対象とする

ことはできない。運営費の一部を補助するものであるが、例えば補助率を設定せずに年定額での補助

を行うことも可能である。 
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（２）就労的活動支援コーディネーター(就労的活動支援員)の配置 

 高齢者の多様な社会参加を促進するため、就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と就

労的活動の取り組みを実施したい事業者等とをマッチングする「就労的活動支援コーディネータ

ー」を、市町村が配置できることになった（新設）。生活支援体制整備事業の中で配置（予算措置）

され、生活支援コーディネーターと連携しながら活動することとされている。 

就労的活動は、「役割がある形での社会参加」と表現されており、雇用労働と、有償・無償の支

え合い活動の中間的な社会参加の仕方を指している。資格を生かした講師、農作業、配達や販売

などのほか、有償運送の運転者などもこの一つと考えられる。 

●2020（令和 2）年 5月 29日付老発0529 第 1号 厚生労働省老健局長通知より 

地域支援事業実施要綱「別記３ 包括的支援事業（社会保障充実分）」２ (３)  

＜新設＞ 

ウ 就労的活動支援コーディネーター（就労的活動支援員）の配置 

役割がある形での高齢者の社会参加等を促進するため、「就労的活動支援コーディネーター（就労的

活動支援員）」を配置することができる。 

(ア) 活動内容 

就労的活動の場を提供できる民間企業・団体等と就労的活動の取組を実施したい事業者等とをマッチ

ングし、高齢者個人の特性や希望に合った活動をコーディネートすることにより、役割がある形での

高齢者の社会参加等を促進する。 

(イ) 配置 

配置先や市町村ごとの配置人数等は限定せず、地域の実情に応じた多様な配置を可能とする。 

(ウ) 資格・要件 

地域の産業に精通している者又は中間支援を行う団体等であって、地域でコーディネート機能を適切

に担うことができる者とする。 

このように、特定の資格要件は定めるものでないが、生涯現役社会の実現や市民活動への理解があ

り、多様な理念をもつ地域のサービス提供主体や民間企業と連絡調整できる立場の者が望ましい。 

 

■介護保険施行規則の改正等 

（１）利用者の弾力化 

2021（令和 3）年４月から、介護予防・日常生活支援総合事業における、住民主体のサービス

を実施しているボランティア団体等に対する補助事業（B 型・D 型）について、要支援者等に加

えて、介護給付を受ける前から継続的に利用する要介護者（継続利用要介護者）の方々も対象と

なった。住民主体のサービスを実施しているボランティア団体等が、補助を受けやすくなり、継

続利用要介護者の地域とのつながりを継続することを可能とするための見直しとされている。 
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（２）サービス単価の弾力化 

補助により実施される住民主体サービスにおいて、サービス提供実績が少なかったり変動した

りすると、補助額が予防給付を上回るのではないかという懸念から、補助額を低く抑える市町村

も散見される。サービス単価の弾力化によって、サービス調整のコーディネーター人件費等の固

定費を定額で補助すれば、活動団体は安定した活動ができるようになる。今後このような自治体

が増えることが予想される。 

 

●「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（2021/3/9）」より p39 
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●「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（2021/3/9）」より p40 
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●「全国介護保険・高齢者保健福祉担当課長会議資料（2021/3/9）」より p42～p43 
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■社会福祉法の一部改正による「重層的支援体制整備事業」の創設 

2020（令和 2）年 6 月に社会福祉法の一部改正が行われ、「重層的支援体制整備事業」が

創設された（2021年 4月 1日施行）。市町村において、地域住民の複合・複雑化した支援ニ

ーズに対応する断らない包括的な支援体制を整備するため、①相談支援、②参加支援事業、

③地域づくり事業を一体的に実施する事業。 

実施を希望する市町村の手上げに基づく任意事業で、制度別に設けられた各種支援を一体

的に実施することにより分野ごとに行われていた補助を一体的に執行できる重層的支援体制

整備事業交付金が交付される。 

●「令和２年度 地域共生社会の実現に向けた市町村における包括的な支援体制の整備に関す

る全国担当者会議」資料１より p28,p30 

 



第４部 制度政策に関する資料編 

4-19 

第４節 地域コミュニティを守る国の動き 

■特定地域づくり事業推進法について 

人口減少が進む地域において運転者や事務局職員を確保する方途として大いに可能性を秘めて

いるのが、「地域人口の急減に対処するための特定地域づくり事業の推進に関する法律」（2019年

年 11月 21日成立、12月 4日公布。以下、「特定地域づくり事業推進法」と呼ぶ。）である。 

農山漁村では、農業、漁業、酒蔵などいわゆる「季節労働」的な仕事について、安定的な雇用

環境や一定の給与水準を確保することができていないといった状況が生じており、これが人口流

出の要因やU・I・J ターンの障害になっている。 

このような課題について、①地域全体で複数の事業者の仕事を組み合わせることで年間を通じ

た仕事を創出し、②地域の事業者が「特定地域づくり事業協同組合」を設立して職員を雇用した

上で、③組合員（事業者）に派遣する。④派遣職員人件費は、利用した組合員（事業者）による利

用料と市町村による補助金で１/２ずつ賄う。⑤さらにこの市町村負担分の１/２（すなわち、人

件費全体の１/４）は国の交付金で賄われ、残りの１/２（すなわち、人件費全体の１/４）の半分

（すなわち、人件費全体の１/８）は特別交付税措置される。つまり、市町村独自の実施的な負担

は、人件費全体の１/８で済む。 

こうした仕組みを創設し、地域の担い手確保の取り組みを推進するというのが、特定地域づく

り事業推進法の目的である。 

たとえば、事業協同組合が若者を雇用し、４月は農業、５～10月は飲食業、11～３月は酒造業

に派遣する。さらに、年間を通じて、これらの仕事をこなしながら、１日２時間ほど、コミュニ

ティバスの運転手をしてもらう。それにより、各事業者は人手不足を穴埋めできるが、負担する

派遣利用料金は、行政の補助もあり、高くはない。また、若者自身は季節ごとのバラバラな仕事

ながらも、雇用は安定しており、たとえば、月額 23万円程度の給与を得て、その地域に定住し続

ける。特定地域づくり事業推進法を活用することで、こうしたことが可能になるのである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「新しい農村政策のあり方に関する研究会」第 8回資料 

  



第４節 地域コミュニティを守る国の動き 

4-20 

この法律を活用する上での課題は、①派遣事業者の確保、②マンパワー（派遣職員）の確保、

③事務負担、④地域内合意形成等である。 

このうち、おそらく最も困難な課題は④である。というのも、上記条件を考えると、「自分たち

も組合員に加えて欲しい」という事業者が少なからず生じうるからである。しかし、派遣職員の

人件費の１/２は税金から支出されるのであり、市町村の実質的負担は１/８にとどまるとは言え、

その交付対象があまりに広範になってしまえば、市町村の負担は過度なものになってしまう。そ

れゆえ、特定地域づくり協同組合を構成する組合員（事業者）を限定する必要があるが、その合

意形成は容易ではない。 

そうした中で移動サービスの担い手確保のためにこの法律を活用しようとするならば、各種行

政計画への移動サービスの必要性の明記が欠かせない。最も優先順位の高い地域課題の一つとし

て移動サービスをしっかりと公的に位置づけられるかどうかが、重要なポイントとなる。 

 

■中山間地域・農山村における持続可能な地域づくりを促進する施策 

（１）中山間地域等直接支払制度 

中山間地域等直接支払制度は、農業の生産条件が不利な地域における農業生産活動を継続する

ため、国及び自治体による支援を行う制度として、2010（平成 22）年度から実施されている。 

2020（令和 2）年度に新規に創設された「集落機能強化加算」では、集落協定（※）を対象と

して、１団体あたり上限200万円が５年間交付される。コミュニティサロンの開設や、高齢者の

見回り、送迎、買い物支援などを開始する団体も対象となる。 

●中山間地等直接支払制度パンフレットより「集落機能強化加算（新設）」 
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農家組合をはじめ、自治会、社会福祉協議会、NPO と

集落協定組織が連携して行うことも想定されており、車両

を購入した事例もある。 

 

 

提供「ふるさと高松げんき村」 

●ふるさと高松げんき村の取り組みイメージ 

提供：ふるさと高松げんき村 

※集落協定とは 

農業生産条件の不利な中山間地域等において、集落等を単位に、農用地を維持・管理し

ていくための取り決め（協定）を締結し、それにしたがって農業生産活動等を行う場合に、

面積に応じて一定額を交付する仕組み。2019（令和元）年度時点で全国に約 25,500 の集

落協定があり、全国の 9割以上の市町村に集落協定を結んでいる地域がある。 
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●中山間地域等直接支払制度の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜交付単価について＞ 

協定に定める活動内容が、「農業生産活動等を継続するための活動」のみの場合は交付単価

の８割、それに加えて「体制整備のための前向きな活動」を行う場合（＝集落戦略を作成する

場合）は交付単価の 10 割を交付される。 

※集落戦略とは、協定農用地の将来像並びに、協定農用地を含む集落全体の将来像、課題、

対策について、協定参加者で話合いを行いながら作成する集落全体の指針にあたるもの。 
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（２）農山漁村地域づくりホットライン 

「新しい農村政策の在り方検討会」での議論を踏まえて開設されたもの。農水省の所管事項に

限らず、お困りごとを相談できる。ホットラインは農林水産本省、地方農政局の農村振興局農村

計画課および、各県拠点に設置。 

●農林水産省ホームページより 

農林水産省では、食料・農業・農村基本計画に基づき「しごと」、「くらし」、「活力」の 3つ

の柱からなる農村の振興を進めるため、農村の実態や要望を直接把握し、関係府省とも連携し

て課題の解決を図ることとしています。 

このため、農山漁村の現場で地域づくりに取り組む団体や市町村等の皆様からの相談を受け

付け、地域づくりに関する取組を後押しするための窓口「農山漁村地域づくりホットライン」

を開設しました。 

 

＜ホットラインでの主な支援内容＞ 

（ア）農山漁村における地域づくりの実態や要望・課題をお伺いし、相談者に寄り添い、とも

に考えます 

（イ）相談内容を踏まえ、他府省を含めた国の支援制度をご紹介します 

（ウ）参考となる全国各地の取組事例をご紹介します 

＜相談内容のイメージ＞ 

「しごと」に関するご相談 

（ア）中山間地域等の特性を活かした営農の実現 

（イ）地域資源を活用した所得と雇用機会の創出（農山漁村発イノベーション） 

例：農村ｘ生物多様性、農村ｘ観光などによる地域資源の高付加価値化 など 

「くらし」に関するご相談 

（ア）地域の将来像についての話し合いやコミュニテ

ィ形成の場づくり 

（イ）地域に住み続けるための定住条件の整備や生活

インフラ等の確保 

例：情報通信環境や地域内交通の確保 など 

「活力」に関するご相談 

（ア）地域を持続的に支える体制づくり 

（イ）関係人口の創出・拡大等を通じた地域を支える

人材づくり 

（ウ）「人口急減地域特定地域づくり推進法」を活用し

た若者等の活躍の場づくり など 
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■「小さな拠点」整備事業 

「小さな拠点」に明確な定義はないものの、中山間地域等の集落生活圏（複数の集落を含む生

活圏）において、必要な生活サービスを受け続けられる環境を維持するために、地域住民が、自

治体や事業者、各種団体と協力・役割分担をしながら、各種生活支援機能を集約・確保したり、

地域の資源を活用し、しごと・収入を確保したりする取り組みを指している。旧町村の区域や小

学校区等の集落生活圏において、生活サービス機能や地域活動の拠点施設が一定程度集積・確保

している施設や場所・地区・エリアを指すことも多い。 

「小さな拠点」に対しては、内閣府、総務省、農林水産省、国土交通省等のほか、各都道府県

も、人的・財政的な支援メニューを用意している。 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/about/chiisanakyoten/ 

また、多くの「小さな拠点」は「地域運営組織」（地域住民自らによる主体的な地域の将来プラ

ンの策定とともに、地域課題の解決に向けた多機能型の取組を持続的に行うための組織）が関わ

って運営されている。 

「小さな拠点」については、第２期「まち・ひと・しごと総合戦略」（2019年 12月 20日閣議

決定）において、2024（令和 6）年までに、小さな拠点の形成数を1,800 カ所、うち地域運営組

織 が形成されている比率を 90％（2019 年度：86％）とすることを目指すこととされており、

地域運営組織の形成数については、2024 年までに7,000 を目指すこととされている。いずれも、

年々増えている。 

＜小さな拠点／2020 年 5 月＞ 

形 成 数：2017（市町村版総合戦略に位置付けあり 1,267、位置付け無し 750） 

形成市町村数：533（市町村版総合戦略に位置付けあり 351、位置付け無し 209） 

＜地域運営組織／2019 年度＞ 

4,787 組織（711 市町村） 

 

本書に掲載している長崎県対馬市

の「田ノ浜・樫滝線予約制ミニバス運

行協議会」も「小さな拠点」の一つで

あり、都道府県の支援制度を活用し

て、車両を確保している市町村も複数

ある。 

 

 

 

「住み慣れた地域で暮らし続けるため

に～地域生活を支える「小さな拠点」づ

くりの手引き～」より  
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■超高齢社会に向けた関東信越厚生局・関東経済産業局連携事業 

関東信越厚生局と関東経済産業局の連携事業として、両局が所管する関係施策や好事例の情報

提供、地域包括ケアシステム構築に向けた、自治体・介護事業者等と民間企業等との連携推進に

取り組んでいる。 

●関東信越厚生局NewsRelease より（2019年 4月 17日） 

（１）キャラバン隊の結成及び専門家等による情報提供両局の担当者でチームを結成し、地域包

括ケアシステムの構築を推進する自治体等を訪問し、地域が抱える課題の解決に資する

厚生労働省や経済産業省の関係施策等を紹介するとともに、専門家の活用等により、自

治体の取組を支援していきます。 

（２）地方自治体と民間企業とのネットワーキング 地域包括ケアシステムの構築に向けて課題

を抱える自治体・介護事業者等に 対し、介護サービスの高度化・生産性の向上にソリュ

ーションを持つヘルス ケア関連ベンチャー等によるマッチングイベントを両局共催で

開催します。 

（３）地域の社会課題解決を図るモデル事業の検討 民間企業等の力を活用して、認知症対策を

はじめ、地域包括ケアシステムの構築において先進的な取組を進める自治体と連携し、

地域の課題解決や地域経済の活性化に資するモデル的な取組の創出を支援します。 

●『民間デジタル技術等を活用した移動支援の事例』 

令和２年度第２回地域包括ケア事例研究会「関東経済産業局発表資料」より 
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